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 第１ 令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に係る基本的な考え方  

 

１．これまでの経緯 

○ 障害者自立支援法（現・障害者総合支援法）の施行から 17年が経過し、現

在、障害福祉サービス等の利用者は約 150万人、国の予算額は約２兆円となっ

ており、施行時と比較すると、それぞれ約３倍以上となっている。 

 

○ また、令和３年 12月に「障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しにつ

いて～ 中間整理 ～」がとりまとめられ、同報告書に基づき児童福祉法等の

一部改正が行われ、さらに令和４年６月に「障害者総合支援法改正法施行後３

年の見直しについて～社会保障審議会 障害者部会 報告書～」がとりまとめ

られた。同報告書に基づき、障害者総合支援法・精神保健福祉法等の一部改正

が行われたところであるが、障害福祉サービス等報酬の改定により対応すべき

事項についても、同報告書において指摘されている。 

 

○ またこの間、「障害児通所支援に関する検討会」や「地域で安心して暮らせ

る精神保健医療福祉体制の実現に向けた検討会」、「強度行動障害を有する者の

地域支援体制に関する検討会」等の各種検討会における報告書等がとりまとま

り、これを踏まえた対応が求められている。 

  さらに、昨年５月には、令和６年度から令和８年度までの第７期障害福祉計

画及び第３期障害児支援計画を作成するための基本方針が示された。 

 

○ このような状況の中、障害福祉分野における賃上げをはじめとする人材確保

への対応は喫緊かつ重要な課題であり、物価高騰・賃金上昇、経営の状況、支

え手が減少する中での人材確保の必要性等を踏まえ、利用者が必要なサービス

を受けられるよう、必要な処遇改善の水準の検討を含め、必要な対応を行うこ

とが重要な課題である。 

 

○ 障害福祉サービス等報酬改定検討チームにおいては、昨年５月から 18回に

わたって議論を行い、この間 49の関係団体からヒアリングを実施した上で、

個々のサービスの現状と論点を整理しながら検討を積み重ねてきた。 

  11月には令和５年障害福祉サービス等経営実態調査結果を公表し、12月６

日には、「令和６年度障害福祉サービス等報酬改定の基本的な方向性につい

て」をとりまとめたところ。 

この「令和６年度障害福祉サービス等報酬改定の概要」は、上記の経緯等も

踏まえつつ、これまでの検討内容を整理し、取りまとめたものである。 
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２．令和６年度障害福祉サービス等報酬改定の基本的な考え方 

○ 昨年末の令和６年度予算の編成過程において、令和６年度障害福祉サービス

等報酬改定の改定率は全体で＋1.12％（改定率の外枠で処遇改善加算の一本化

の効果等があり、それを合わせれば改定率＋1.5％を上回る水準）とし、障害

福祉分野の人材確保のため、介護並びの処遇改善を行うとともに、障害者が希

望する地域生活の実現に向けて、介護との収支差率の違いも勘案しつつ、新規

参入が増加する中でのサービスの質の確保・向上を図る観点から、経営実態を

踏まえたサービスの質等に応じたメリハリのある報酬設定を行うこととされ

た。 

 

○ また、既存の加算の一本化による新たな処遇改善加算の創設に当たっては、

今般新たに追加措置する処遇改善分を活用し、障害福祉の現場で働く方々にと

って、令和６年度に 2.5％、令和７年度に 2.0％のベースアップへと確実につ

ながるよう、配分方法の工夫を行うこととし、今回の改定が、福祉・介護職員

の処遇改善に与える効果について、実態を把握することとされた。 

  今回の報酬改定では、処遇改善分について２年分を措置し、３年目の対応に

ついては、上記の実態把握を通じた処遇改善の実施状況等や財源とあわせて令

和８年度予算編成過程で検討することとされた。 

 

○ これを踏まえ、喫緊かつ重要な課題である人材確保対策について必要な処遇

改善を行うとともに、障害者が希望する地域生活の実現、多様なニーズに応え

る専門性・体制の評価、支援時間・内容を勘案したきめ細かい評価、アウトカ

ムに基づく評価等について、取り組んでいく必要がある。このため、以下の基

本的な考え方に基づき、各サービスの報酬・基準についての見直しを行う。 

 

（１）障害者が希望する地域生活を実現する地域づくり 

 ① 障害者が希望する地域生活を実現・継続するための支援の充実 

○ 障害者の入所施設や病院からの地域移行を進め、障害者がどの地域におい

ても安心して地域生活を送れるよう、地域生活支援拠点等の整備の推進、グ

ループホームにおける一人暮らし等の希望の実現、支援の実態に応じた適切

な評価の実施、障害の重度化や障害者の高齢化などの地域ニーズへの対応等

を行う。 

○ 障害者が希望する生活を実現するために重要な役割を担う相談支援につ

いて質の向上や提供体制の整備を図るとともに、障害者本人の意思を尊重し、

選択の機会を確保するため、意思決定支援を推進する。 

○ 特別な支援を必要とする強度行動障害を有する障害者等への支援体制の

充実を図る。 
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 ② 医療と福祉の連携の推進 

○ 診療報酬、介護報酬と同時改定である機会をとらえ、医療機関と相談支援

の連携について、多様なニーズに対応しつつ、さらなる促進を図る。 

○ 医療的ケア児の成人期への移行にも対応した医療的ケアの体制の充実や重

度障害者が入院した際の特別なコミュニケーション支援の充実を図る。 

 

 ③ 精神障害者の地域生活の包括的な支援 

○ 精神保健福祉法改正に伴い、精神障害者等が地域社会の一員として安心し

て自分らしい暮らしをすることができるよう、医療、障害福祉・介護、住ま

い、就労等の社会参加、地域の助け合い、教育・普及啓発が包括的に確保さ

れた「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築を一層推進する

観点から、入院から退院後の地域生活まで医療と福祉等による切れ目のない

支援を行えるよう、 医療と障害福祉サービス等との連携を一層進めるため

の仕組みに対する評価を行う。 

 

（２）社会の変化等に伴う障害児・障害者のニーズへのきめ細かな対応 

 ① 障害児に対する専門的で質の高い支援体制の構築 

○ 児童発達支援センターを中核に、身近な地域でニーズに応じた必要な発達

支援が受けられる体制整備を進めるとともに、地域の障害児支援体制の充実

を図る。 

〇 適切なアセスメントとこどもの特性を踏まえた総合的な支援・専門的な支

援や関係機関との連携強化等を進め、個々の特性や状況に応じた質の高い発

達支援の提供を推進する。 

○ 医療的ケア児や重症心身障害児、強度行動障害を有する児をはじめ、より

専門的な支援が必要な障害児への支援の充実を図り、障害特性に関わらず地

域で安心して暮らし育つことができる環境整備を進める。 

〇 養育支援や預かりニーズへの対応など、保護者・きょうだいへの家族支援

を推進し、家族全体のウェルビーイングの向上を図る。 

〇 保育所等への支援を行いながら併行通園や保育所等への移行を推進するな

ど、インクルージョンの取組を推進し、障害の有無に関わらず全てのこども

が共に育つ環境整備を進める。 

○ 障害児入所支援について、家庭的な養育環境の確保と専門的支援の充実、

成人期に向けた移行支援の強化を図り、施設での障害の育ちと暮らしを支え

る。 

 

 ② 障害者の多様なニーズに応じた就労の促進 

○ 障害者の一般就労への移行や就労支援施策は着実に進展している中で、さ
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らに障害者の就労を支援するため、事業の安定的、効率的な実施、生産活動

収支や工賃の改善を図る。 

○ 本人の就労ニーズや能力・適性とともに、就労に必要な支援や配慮を整理

し、個々の状況に応じた適切な就労につなげる新しい障害福祉サービスであ

る就労選択支援の円滑な実施に向けて対象者等の要件について整備する。 

 

（３）持続可能で質の高い障害福祉サービス等の実現のための報酬等の見直し 

○ サービス提供事業者や自治体の事務・手続き等の負担軽減の観点から、事

務簡素化等に取り組む。 

〇 障害者虐待の防止・権利擁護のため、身体拘束適正化の徹底や同性介助の

推進を図る。 

○ 障害福祉サービス等の持続可能性の確保の観点から、長期化した経過措置

への対応の検討なども含め、メリハリのきいた報酬体系とするとともに、サ

ービスの内容・質に応じた評価や、透明性の向上を図る。 

 

３．令和６年度障害福祉サービス等報酬改定の施行時期 

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定については、令和６年４月１日施行（就

労選択支援に関する改定事項については、令和７年 10月１日施行）とする。ただ

し、今般新たに追加措置する福祉・介護職員の処遇改善分及び処遇改善加算等の

一本化については、令和６年６月１日施行とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


